
現況値

率(%) 39.5 39.9 40.3 40.8 41.2 41.6

Ａ 95.0 96.0 97.0 98.0 99.0 100.0

Ｂ 240.4 240.4 240.4 240.4 240.4 240.4

率(%) 64.2 65.0 65.4 65.8 66.3 66.7

Ａ 154.3 156.3 157.3 158.3 159.3 160.3

Ｂ 240.4 240.4 240.4 240.4 240.4 240.4

率(%) 38.5 38.5 38.5 38.5 41.1 55.6

Ａ 1,500 1,500 1,500 1,500 1,602 2,166

Ｂ 3,897 3,897 3,897 3,897 3,897 3,897

率(%) 50.0 61.5 61.5 57.7 53.8 53.8

Ａ 13.0 16.0 16.0 15.0 14.0 14.0

Ｂ 26.0 26.0 26.0 26.0 26.0 26.0

率(%)

Ａ

Ｂ

R7
年度末

　管路の耐震化率　(％）：　耐震管延長（ｋｍ）　／　管路総延長（ｋｍ）

　管路の耐震適合率　(％）：　耐震適合性のある管（ｋｍ）／　管路総延長（ｋｍ）

　配水池耐震化率　(％）：　耐震対策の施されている配水池容量（m3）　／　配水池総容量（m3）

  法定耐用年数を超過した電気計装設備率（％）：法定耐用年数を超過した電気計装設備（箇所）／施設全体の電気計装設備（箇
所）

基幹改良を行わない場
合、令和７年度末時点で
76.9%

　　定量的指標の定義及び算定式 項目

定量的指標の現況値及び目標値

備考

目標値

R3
年度
当初

R3
年度末

R4
年度末

R5
年度末

R6
年度末

様式４

生活基盤施設耐震化等整備計画（１／２）

計画の名称 設楽町簡易水道事業耐震化等整備計画

計画の期間 令和３年度～令和７年度（５年間） 補助対象 設楽町

計画の目標 老朽管の更新とともに耐震管を採用することにより、災害に強いまちづくりを図る。また、しゅん工して10年以上経過した施設の電気計装設備を更新し機能維持を図る。

管路の耐震化率の向上（令和３年度当初：39.5％→令和７年度末：41.6%）

計画の成果目標
（定量的指標）

管路の耐震適合率の向上（令和３年度当初：64.2％→令和７年度末：66.7%）

配水池の耐震化率の向上（令和３年度当初：38.5％→令和７年度末：55.6%）

法定耐用年数を超過した電気計装設備率の抑制（令和３年度当初：50.0%→令和７年度末：53.8%）



（単位：千円）

Ａ　水道施設等耐震化事業

事業 地域

種別 種別 R3 R4 R5 R6 R7

4 箇所 30,000 48,000 48,000 60,000 60,000

15,000 15,000

30,000 48,000 48,000 75,000 75,000

Ｂ　水道事業運営基盤強化推進等事業

事業 地域

種別 種別 R3 R4 R5 R6 R7

Ｃ　官民連携等基盤強化推進事業

事業 地域

種別 種別 R3 R4 R5 R6 R7

Ｄ　水道事業におけるIoT活用推進モデル事業

事業 地域

種別 種別 R3 R4 R5 R6 R7

梨野配水池・田
峯配水池耐震化

V= 666 m3

基幹改良を行わない場合、令和
7年度末時点で76.9%

生活基盤施設耐震化等整備計画（２／２）

全体事業費
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

755,000 Ａ

合計

2

1

全体事業費
事業区分

番号 事業内容
中事項 小事項

合計

事業箇所
（市町村名）

全体補助額
上段：事業実施期間／下段：当該年度補助額

備考

中事項 小事項

1

番号
事業区分

事業内容

合計

事業箇所
（市町村名）

上段：事業実施期間／下段：当該年度補助額
備考

事業箇所
（市町村名）

全体事業費 全体補助額

合計 755,000 276,000

備考
中事項 小事項

1

番号
事業区分

事業内容 全体事業費 全体補助額
上段：事業実施期間／下段：当該年度補助額

2 簡水 一般
生活基盤近代化
事業

増補改良 設楽町 140,000 30,000

1 簡水 一般
生活基盤近代化
事業

基幹改良 設楽町 615,000 246,000
更新管路延長 L= 5 km

電気計装設備

番号
事業区分

事業内容
事業箇所
（市町村名）

全体事業費 全体補助額 備考
中事項

全体交付額
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

276,000 Ａ 276,000 Ｂ 0 Ｃ 0

小事項

上段：事業実施期間／下段：当該年度補助額

755,000 Ｂ 0 Ｃ 0


